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幕末・維新期の農民層分解をめぐる
若干の覚書(1)
松 来日
?
T I問題の所在一一「分解」論と変革主体一-
E 地域類型論
前提=その(1) 服部土屋論争
その(司地主手作論
(1) 東北日本型および西南日本型。提唱と中央地帯論
(司 「摂津型」の解明と「挫折」論
(司中間地帯=豪農論
性) 発展(分解)類型の地域移動論
(5) 分解にふψTる二つの型論 (以F次号〉
E 段階論と地主it~ 由争
百奈良=半プロ論の捉起
V 総括と展望
問題の所在 一一一「分解」論と変草主体一一
問題の所在は，地主告1I史研究における一つの課題たる資本主義形成論=r農
民層分解」論を，維新の変革主体・経営主体との関連において理解しようとす
ることにあるが，この場合，その方法として，当然，地域類型論と段階論との
かかわり合いが検討されなければなるまし、。
そこで，まず地域類型論では，第1に戸谷敏之氏による東北日本型，西南日
本型および摂津型の提唱以来，その貧窮分解論的欠陥を補い，併せて園内市場
<.， 
形成過程との関連て、提起された堀江英一氏の中央地帯論，第2に，堀江氏の中
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央地帯論における欠点=北部と南部との差の不明確性を克服し，1摂津型」の具「
体的な史的過程を分析された古島・永原氏の，いわゆる天保期「摂津型挫折」
論，第3に，それに若干先行して，結果的にみると天保期以降「摂津型」への
期待不可能論=I挫折」論を補填するという意義をもったと言える「中間地帯
の豪農」に近代的進化の担手としての役割をもとめられた藤田五郎氏の「中間
地帯=豪農」論?第4に藤田氏と同様， I挫折」論に対応して， I摂津型」の存
在乞分解(発展〕類型の地域移動論によって把握されようとした堀江英一氏
の再論等々が，各々の時期における研究史上の意義と位置づけとして設定され
うるであろう。ここでは，これらの点を確認することに努めたい。
また，こうした類型論の中にあって，山崎隆三氏の「分解におけるこつの型」
ω 
論が出たことは，研究史上，後述する佐々木潤之介氏の「豪農範時」一色に包
摂された分解諭と大きな対照をなすものであった点を検討する。
しかし，以上のような類型論では，当然，段階論との関連が問題になって来
るが，この場合，やはり古島・永原氏の「摂津型挫折」論がその起点となろ
う。そして，これに対応した「挫折否定」論として，尾西地方に関する塩沢君
夫氏の実証的研究や，山崎隆三氏の摂津農村に関する実証的研究が対置され，
こうした研究史を背景にして，大塚久雄氏の「蓄積基盤移行」論，山田舜氏の
「限界経営規模」論，堀江英一氏の「小商品生産段階分解」論，等々の地主制
論争が生れて来るが，ここでは，段階論が変革主体との関連を問題にする|扱り
において，必ずしも理論と実証との関連はうまくかみ合ったものではなかった
と言える。この点をここで若干検討しておきたい。
かくて，こうした類型論と段階論とにおける研究面での一つの行詰り状態を
打破するものとして，また，これまでの主体論が資本の特質的形態に集中して
いたのに対L， I分解」がいかなる新しい階級矛盾をつくり出すか，という視
点に立って，藤田五郎氏の「豪農」論を批判的に再生させ，その対極に「半プ
ロ周」を設定された佐々木潤之介氏の，いわゆる「豪農=半プロ」論を最後に
とりあげる。
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しかし，この「半プロ層」に維新変革の主体としての地位を全面的に期待さ
れた点，今後の論点、になるであろうが，地主制j研究=I分解」論の現状にあっ
ては，今後の研究動向の一つの展望を示すものとして評価されるべきであろ
う。
註(1) 戸谷敏之「江戸時代にオ計十る農業経営の諸類型Jcr:近世農業経蛍史論~)
(2) 堀江英一「封建社会における資本の存在形態JCW社会構成史大系~)
(3) 古島敏雄・永原慶二『商品生産主寄生地主制」
(4) 藤田五郎「封建社会の展開過程』
(5) (IÚ 痢江英一『薪末維新の~業構造」
(6) 山崎l径三「江戸後期における良民経済の発展と農民周分解JCW日本歴史・近世 4~)
(7) 塩沢君夫「尾西地方にお叶る寄生地主制lの成立JCW明治維新と地主制~)
(8) 山崎降三『地主制成立期の決議構造」
(9) 大塚久雄「封建制から資本主主主への移行JCW大塚久雄著作集~ 7巻〕
側山田舜『日本封建制の構造分析」
幽佐々木潤之介『幕末社会論」
E 地域類型論
前提=その(1) 服部ー土屋論争
その(2) 地主手作論
類型論展開の前提として，その(1)，その(却であげたどよき，~後研究史の中
に何らかの型で継承・発展せられている先駆的研究を，一応，整理・確認し‘て
おきたし、。
まず，その(1)の服部土屋論争であるが，これは，服部之総氏の「地主=プ
ノレジョア範匝'iJをめぐって土屋喬雄氏との聞に行われた「新地主論争」と言わ
れるものである。すなわち，服部説を整理すると次のごとくである。まず「支
那と白木と朝鮮において，一応同ーの崩壊=及び反援現象を見出しながら，し
かし一方における支那・朝鮮と他方における日本とを呉なれる方向，異なれる
解決の上にI買いた基礎的な秘密は，旧著等に見らる如き単なる外部的偶然的な
契機にではなく， まさに右の事実に求められるべきであった」として， 自己
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の旧説=外部要因論を否定し，かつ「右の事実J=内部要因を「幕末に於ける
資本制j生産が一応そのあらゆる形態において存在しており，これをその支配形
態からみれば所調早期資本主義の段階として，だがその相当高度な発展段階と
して規定することができる」という点に求められる。これを，のちに「厳マニ
ュ時代」と規定されたことは周知のところて‘あ2。そして.1右述の如き早期資
本主義生産において，しからば，その資本家は，具体的な姿においては，いかよ
うであったか」と自問して. 1殆ど例外なく彼らは，他面において地主であっ
た。彼らは買占商人として，履傭労働に基く手工業経営者として最後にマニュ
ファクチュ7経営者として，すべてこれら資格において最初の資本家であった
(，) 
が，同時に土地に関する資格においては一個の封建的地主であった」とされる。
ここに，地主=封建的，資本家=マユュ経営者(=近代的〉という対極的性質
をもっ，いわゆる「地主=ブルジョアジー」範磁が生れて来る訳であるが，こ
の場合，地主=封建的ということの理由として，次の如く説明される。「年貢高
が固定し，生産性が増大し，年貢率が相対的に減少して耕作農民のもとに余剰
労働の生産物部分が残されるに至ったとき，この残された余剰j部分を横合から
収奪することによって農奴性搾取率を実現，快復せしめたものが所謂「新地
主Jである」としかっ「諸侯の大土地所有と民間の (1村方J)地主的土地所
有との差は本質的なものではなく，その聞の対立は単なる分前の競合にすぎな
い」。そして， このような「封建的地主としての反動的な魂と最初の産業資本
家としての変革な魂とが同ーのチョンマゲの下に棲っているこの過渡的な階級
層こそ，幕末変革運動の基本的な地盤であった」として，変革主体論を展開さ
れたのである。
以上のような服部氏の「新地主」論に対L 土屋氏は，まず服部氏の地主=
封建的なるものに疑問をはさみ，地主と封建的領主との差を提示する。すなわ
ち. 1呆して『新地主』の小作料の徴収は，服部氏の考へられるやうに，純粋
に封建的な『経済外強制』によって原則的に取立てられたのであったか」とし
て.1 W土地に緊縛』は確かに領主と農奴との関係の場合存在した」が，一方，
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「地主はその小作人をその小作地に必ずしも『緊縛』してゐないのである。虫、
ふる契約は，私見によれば自由契約の崩芽的なものである」と述べて，地主の
封建性を否定され己:そして，地主と領主との関係についても，服部氏の「こ
れら『新地主」的土地所有も亦，緊密に封建的権力と結び付いてゐdiという
面=結合面の強調に対し，対立面=I分前の競合」視を過少評価であるとされ，
諸藩の例をあげて両者の対立面を強調され2。かっ，幕末期には，富農経営の
崩芽的成立，崩芽的利i閏の形成，奉公人=プロレιリアの崩芽が認められると
し，かつ農民のもとに残る告書剰部分を，服部氏によれば， I年貢と本質上差異
のない『封建地代』であるそうだが，私には前述の理由で納得が行かない」と
して， I新地主」のとる地代=I頑芽的」幸刑利lリ附
服部氏の地主=幸封}建的に対し，地主=近代的を主張され，一方，服部氏の資本
家ニマニュ経営者(=近代的〉に対しては Iこの鮎でも私(=土屋筆者〉
"' は，服部氏と違って，幕末を厳マニュ時代だとは考へない」とされたのである。
以上のごとく，両氏は幕末，維新期における一程度のブルジョ 7的発展を認
められながらも， I新地主Jをめぐる性格の相異，経済発展に関する段階論の相
異等の交文した姿をそこに見出される。かつ維新変革の性質をめぐっても，服
部氏が「地主=封建的，資本家=マニュ経営者」から絶対主義の確立を主張さ
れるのに対1.-，土屋氏が「地主=近代的，資本家=非マニュ経営者」からプノレ
ジョア革命を主張されることは周知のとこるである。
こう Lた服部ー土屋氏の問で行われた「新地主」論争以外に，当時，古島敏
雄氏の旧説と言われる，いわゆる「地主手作論」が存在した。次に，この点に
ついて若干触れておこう。まず古島氏は「元禄j切を特徴づけた経営は，実は徳
川j自を通じて明治中期に至るまで各所に存在した地主的経営ときわめて近似し。
ている」経営=地主手作経営として位置づ吋られ，そうした経営の存立条件は，
「畿内的商業的農業の余波を僅かに受けつつも，まだ主穀経営の段階にあり，
そこに用いられる肥料も，干鰯・油粕等が用いられつつも，苅敷・厩肥系のそ
れの色彩が強<，所要労力も現給与を主体とするであろう年傭労力によってい
- 27ー
-144 
る」ことにあるとされて，かつ「その形態的特徴の中心は規模大なる年傭労力
叫
に依存する経営たること」にあるとされる。それ故. Iかかる意味において地
主手作は徳川後期的な経済発展に伴って，その進歩面を代表するものとして発
生したと考えられるものではない」とL. Iそれはかえって，近世封建制の典
ω 
型的な意味で近世封建的な面を代表する経営形態である」とされた。かくて，
こうした地主手作智醤の消滅していく原因として I耕地開発の経過中に所持
耕地の分散交錯形態が生じ.，分散交錯による不便を除くために交互に小作しあ
うこと」以外に，物価・労賃の高騰，農村人口の都市商工人口化等による労働
事情の変化をあげられる。こうした地主手作は，一方では「中世的農業制度の
妥協的受容と見倣される隷属的小作制度における地主経営に比較する場合は，
いわゆる地主手作は近世的秩序を代表するという意味で，新しいものであり，
倒
より多く近代的なものへの耳寄りを持っている」とされ，かつ他方で「社会条件
の変化にもとづいて，近世後期的な零細小作経営へと変質して行った」とされ
。司
る。かくて「かりにこれをーの系列とみる時は隷農主の賦役農業←いわゆる地
主手作←零細小作農業といった系列をなすといいうる」とし主いわゆるブル
ジョ 7発展否定の「地主手作」論を展開されたのであった。
以上，服部・土屋・古島の三氏の戦前における先駆的業演を述べたが，フツレ
ジョア発展肯定の立場からは，服部氏を継承，発展されたものとして，前掲の
藤田五郎氏がまずあげられ，同時年土屋氏の実証研究をも同時に加味されて発
展されたものとして塩沢君夫氏や山崎隆三氏の前掲研究がある。のちに「挫
折」論としてではあるが，古島氏自身がこの肯定論の立場に立たれた。一方，
否定論の方は，古島氏のl日説を継承・発展されたものとして，前掲の山田舜氏の
研究ゃ，大石慎三郎民，佐々木澗之介氏の研究があげられよう。
以下，戦前の研究をうけて，戦後，とくに変革主体論について，まず類型論
的視角からどのような動向と展望とが存在したかを考察し，段階論および豪農
=半プロ論への前提としたい。
註:(1) 服部之総「明治維新の革命及び反革命J(~著作集.! 1巻)20頁。
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イ2) 同「維新史方法上の諮問題JC同1巻)117頁。
(3) 同「明治車問1の革命及び反革命J21頁。
(4) 同 22-23頁。
(5) 土屋喬雌 I~新地主諭』の再検討J C~日本資本主義史論集J) 9-10頁。
イ6) 服部前掲「革命及び反革命J2.頁。
(7) 土屋前掲10-11頁。
(8) 同 23頁
伯)同 25-27頁。
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4骨 同 14頁。尚，服部氏。厳マユマ論批刊は「幕末マニマファクチュアの詩論点JC同
『論集J).158頁以下に展開されているが，ここでは告W告する。
ω古lEi敏雄「元禄前後における農業経営白規模と時代的特質J Cr.近世日本農業の構
造J)528頁。
位。同 530-1頁。
帥同544-5頁。
ω 同534頁。この点，山田舜氏が「限界経営規模説」で発展せられたものと考えられる
C~日本封建制の構造分析J 191-2頁)。
4司 同 537-43頁。こり要因については， 古島氏自新説「挫折l論の要因と向じであ
る点，留意すべきであるう〈詳細については後述〉。
世田町制司 同 545-60 
ω大石供三郎「封建的土地所有の解体過程』
(1) 東北日本型および西南日本型の提唱と中央地帯論
これも実は戦前の業績に属すが，戦後の類型論の起点となった戸谷敏之氏の
農業経営類型論をまずとり上げたい。戸谷氏の類型論における指標は「第一，
自然を包摂した概念としての技術の高低・第二，労働集約の度合・第三，貨幣経済
の深浅・第四，身分関係・第五，家族形態、の大小・第六，土地配分の状態・第
七，年貢の軽重これである」と言う 7指標をあげられ，そして，この7指標=
商品生産発展の皮合を基準として，農業経営類型を， (1)東北日本型， (局西南日
本型とに分類され，そのうち(1)をさらに地主経営と名子経営に分けられ，信)の
変則として特殊西南日本型をあげられ2。そして， このような類型の定立は
「東北日本・西南日本なる場所の限定を受けず，独立した経済概念となること
を注意したい」として， I近世農業経営」変遷の「経済学的類型」たることを
29 
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強調されZ。かっ， このような東北型・西南型を規定するそメ Y トの一つに
「流通経済」を重視される訳であるが，前者の「流通経済」の未発達性に対し
て，後者における「流通経済」の発達が，農業経営主体との関係においてみた
場合，その地位向上と不可分離である点は決定的である。こうして，西南日本
型において， i流通経済の波に乗ってその経営を一層充実させる」例として阿
波型を設定されるが，やがて，これも「領主や地主が，貨幣という無限の欲望
の対象となりうるものをま日るに至り，農民への負担を無限に増大する」ため，
「農民は，貨幣経済の波に乗り，新しい『企業者』として立現はれず，反対に
貨幣経済の犠牲となる」とされ，このような商品貨幣経済の展開から商人=領
主の介在によって貧窮分解化していく例を， i西南日本の農業経営は概ね阿波
のやうな方向を辿った」として，これを一般的な型の展開とされた。一方， i稀
にそうでないもの」としての一例として摂津国西成郡の経営をあげられ，この
経営においては，余剰を残して経営を拡大し， i富裕な農業経営」として展開
するとし乍らも，これを「特殊西南日本型農業経営と名付け，西南日本農業型
経営の変則とみたい」とされたのである。
かくて，戸谷氏にあっては，類型論の先駆的研究ではあり乍らも， i摂津型」
への展望がなく，従って"i貧窮分解」論的視角から抜け切れず，その意味で，
単なる地域類型論にとどまらざるを得なかったものと言える。ここに改めて，
発展類型の観点から「摂津型」への再認識が要請される必要性が生れてくる。
以上のごとき戸谷氏の類型論から，新たな地域類型論の視角，それは，商品
経済の単なる進展度からだけではなく， i圏内市場形成過程を領主経済と農民
経済との対立交錯の姿において理解しょう」とされた堀江英一氏の中央地帯論
とも言うべき研究が生れてくる。すなわち，それは，まず第ーに，地域的分業
の発展として，領主経済が商品化の基本であるところの東北地帯(=秋田藩〉
と西南地帯(=陸摩藩〕を採用し，前者の輸出の中心は米，後者の輸出の中心
は黒砂とう・菜種・胡麻等，主穀農業でない商業的農業を中心とした商品(=
特殊農産物〉であるとし，一方，両者の輸入は，いずれも織物その他の衣料品
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関係が圧倒的であるとされ，かつ両者の輸出入の取引相手として「わが国経済
の中心地域J=中央地帯を設定され，これとの関連で，東北・西南地帯の園内市
場への編入をまず問題にされ足。そして，中央地帯についての分析力は，まず
この地帯を，農民の手による商品化が基本的であるとして，その特徴を， 1養
蚕・棉作の商業的農業とそれの工業的加工を中枢とする商品生産が発展し，そ
れらの生産物を東北・西南地方に販売し，東北地方などから米を，西南地方か
ら特殊農水産物を購入することにあった」として，この地帯を， 1鍵錨地帯」
とされ，かっ，その内部には， 1北部の絹業と南部の綿業の地域的分業が成立
し」たとされる。以上の前提から，次いで農民経済における商品化の二額型
(1東北型」経営と「摂津型J経営〉と領主経済における商品化の三類型(仙
台藩=東北，薩摩藩=西南，尾張藩=中央〕とを分析己その結果，国内市場
形成における領主と農民の対抗を二つの面から問題にされる。一つは「作付制
限の対抗」から，他の一つは「専売制度の対抗」からで，その結果，前者にお
いては， 1農民の商品生産は封建領主のかかる制限を突破して発展」したとし，
これに対応して， r封建領主は漸次さきの態度を緩和して現物責租の貨幣貢租
への部分的代替，従って農民の自然経済から貨幣経済への推転を黙認・公認
し」たとされ，後者については，東北・西南地帯の専売が，領内独占，輸出独
占，直接的購買独占の多かったのに較べ，中央地帯は，専売普及少く，輸出独
ω 
占が多いが，購買独占は間接的として，領主・農民の商品生産をめぐる対抗関
係を分析されている。
こうして，以上の結果から，明治絶対主義=中央集権的政治形態の物質的条
件の一つ=圏内市場は形成されつつあったとされる一方， 1明治絶対主義形成
に積極的に関与したものが中央地帯の諸藩でなく，封建的領主権の強靭な東北
諸藩と西南諸藩とでありJ，親権を掌渥したのは領主による商品化が進展した
西南諸藩であったとされた。こうして，のち中央地帯は自由民権運動の激発地
化する。
以上，掘江氏の中央地帯論は，戸谷氏の「貧窮分解」論的類型論の欠陥を補
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い，園内市場形成過程からの鋭い分析視角を導入されたが，しかし，他方，第
1に，中央地帯内部における南部と北部では，商品生産に占める地位の重要性
からみて，その差が不明確であり，従って，第2に，全国市場の頂点としての
大阪と畿内農業との具体的な関連が明らかでなく，かくて第3に，大阪のヒ γ
ターヲ Y ド=周辺農村 (1摂津型J)の具体的分析が必要であった。ここに古
島・永原氏による「摂津型」地帯=綿作地帯の具体的な分析がはじまる意義が
あるものと考えられる。
註(1)戸谷l前掲書15'頁。
(2) 同 34頁。
(司同 B頁及び27頁。
(叫同 28頁。
(5)(6) 同 30-31頁。
(7) 同 34頁。
(別捌江英一「封建社会における資本の存在形態J(，社会部成大系~43-46瓦。表 1 ・表
2参照。〉
(9) 同 50-51頁。尚，この点に闘しては， ，幕末維新町操業構造』の第1章2節「国
内市場の形成」で分析されている方法とほとんど変っていなし、
側同 54-67頁。
ω 同 71-72頁。
倒 同 74-77頁。仙台搭の米，薩摩落の砂府，姫路滞の木綿の各専売を例詞とされて
いる。
仰向 77-78頁。
位) 1摂津型」の解明と「挫折」論
莱種・棉を中心とした農産物商品としての歴史的性格が不明確であり，また
大阪との結びつきも明らかでなかった戸谷氏の「摂津型」の概念は，堀江英一
氏によって，新たな意識と期待で「中央地帯」として設定され，殊にその南部
に農民的商品生産の先進的地帯としての資格が与えられたのであるが，この場
合， 1大阪の発展に基く農村・農民の発展を問題にする場合，われわれは生産面
の具体的な大阪との結びつきに注意して地域を決定しなければならな」かった
として，古島・永原氏は「摸津型」地帯の具体的史的過程の究明に入っていか
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れる。
そこで，まず，その前提として，維新の原動力をみた場合，第1に藤田氏の
家農論，奈良本氏の在郷商人等があり，第2には下級武士・郷土論があるが，
前者は地租改正を通じて多くが小作人へ没落し，後者も，秩禄処分・イ Y フレ
等を通じて，その存立基盤を喪失している。一方幕末期，地主=領主の連けい
は，維新史の過程を通じて，地主=国家の関係となり，この過程で地主の安定
化はすすみ，土地が法的確認をえて地主の掌中に入っていく。こうした視角を
畿内における地主制明究において採用されるのである。
以上の「摂津型」研究の意義と問題提起によって，具体的には大阪周辺綿作
地帯の分析に入られる。まず綿作発展の原因として，第1に大阪周辺地域であ
ること，第2に耕地の性格として，用水獲得困難であること，および入会採草
地がなかった点に求められ，これらの綿生産・流通は買問屋=大阪問屋の支配
機械に組み込まれていたとされる。
以上の綿作発展の原因と支配機構を前提として，以下，大阪問屋在郷商人
=綿作農民の対抗関係が展開される。すなわち，農村工業=小商品生産の展開
をともないながら，在郷商人=綿作農民の成長が進展し，大阪問屋資本との対
立が顕在化する。一方では，階級対立の激化と物価騰貴を通じて，天保改革前
夜には危機的様相を量し，ここに自由取引による諸物価引下げが幕府によって
期待される。かくて，農村の商品経済化は一層促進するが，天保改革第2段階
に至って，一転して自由取引阻止，在郷商人の抑圧となり， I摂津型」の上昇は
挫折，綿作の没落が顕著となっていく。ここで「摂津型」の挫折の原因を，ー
には繰綿価格下落と肥料価格上昇による γ ェ{レに求められ，その背景として
は幕府の価格政策と特権的商業組織との反映とみるべきであるうとされる。こ
うして，農村内部では， I地主の寄生化と手作経営の拡充による富農化という
二つの方向が対抗しつつも，後者の方向は，封建権力の重圧のなかで漸次圧迫
され，寄生地主的コ一九が優位をしめつつ村内貧農周との対立と矛盾をいよい
よ激化していく」とされ足。こうして地主は「商業高利貸資本としての実力に
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より，領主財政の窮迫を通じて，領主権力と結合L.吏らにその搾取体系の内、
部に食いいることによって，領主権力の発動を楯として領主の年貢と共に自己
の取分を確保する条件を持つにいたった」。 こうして，地主は領主との連けい
を通じて土地集中し，領主の位界に滑り込んでいくが，やがて，これも「封建
地代を領主と競合し，やがて領主支配を崩していく過程に明治維新が位置づけ
られ，地主的土地所有自体も明治政権による法制的裏付けによって寄生地主制
として確立していくのではないか」と結んでおられる。
以上，古島・永原氏の「摂津型」の研究をみてきたが，これは，第lに古島
氏の旧説=地主手作論を自ら否定されたもので，そこでは，天保期に至る綿作
地帯での一定のブルジョ 7的発展を認められた訳であるが，これも価格シェー
レから天保期に上昇は挫折L.領主との連けいを深め乍ら，地主化していくと
いう，いわゆるブルジョ 7発展「挫折」論が展開され， ここに天保期以降の
「摂津型」への期待は放棄されたのであった。ここに，年次的には若干先行す
るが，藤田五郎氏の中間地帯=豪農への期待，次いで堀江英一氏の再論=I摂
津型」発展の地域移動論，或いは山崎隆三氏や塩沢君夫氏の「挫折」段唱に関
する異論等が生れて来る根拠がある。
詮(1) 古島・永原前掲書7頁。
白)同 12-15頁。
(3) 同 2章1節2においては，若江郡にす対Tる棉作発展の特殊条件として稲作の不安
定住を追求される。
(叫享保6年の綿流通経路として，
ノ(実綿〉→繰屋(繰綿)-，
農家ぐ | 
"(繰綿)一一一一一一一一ード買問屋一大阪問屋
/(突綿h
農家<::::~:: >苑問屋 (繰新1)ー(耀~*iìD/ '(仲次・ 1
1仲買 l 
を示しておられる。(同44頁〉。
(5) 同 3・4章の要約。
(6) 同 2ω頁。
- 34ー
(7) 同 144頁。
(8) 同 270頁。
(9) 同 286頁。
(3) 中間地帯=豪農論
-151ー
古島・永原氏の天保期「摂津型」挫折によって，維新の主体を畿内に求め得
なくなったのに対L 若干，右の論者に先立つて， r中間地帯」に近代的進化
の途を求められたのが，この藤田氏の豪農論である。
藤田氏が「豪農」範鴻として表現し，把握するものは， rw再版農奴主的地主』
関係にともなわれた寄生地主(手作経営を行いつつも，しかも小作料に依存し
つつある〔質地取〕地主，そして同時に農村工業を経営している地主)，しか
もそのうちに商品生産としての農村プノレジョ 7的要素を内包している江戸後半
期の富める本百姓」ということであるが，このような豪農=小資本の成立は，
「元禄ー享保期の『小商品生産』の形成，従って『封建的危機~，そして純粋
封建領主による『封建的反動』の展開の，一連の過程のうちから，現われたも
のであり，そこには一定の商品生産一商品経済の発展が前提とされている」と
いうものである。
元禄ー享保期の「小商品生産者」は，封建領主側と対抗関係を示した反面，
「反動」に対応して，特権付与に止る領主との連けいを深め，こうして「危機J
において「上昇・転化」的発展をとげ，或いはその後新しく生れた「小商品生
産者」が継起的に「上昇・転化」をとげていく。しかも彼らは「小商品生産
者」における商品生産の面をうけついでおり，この地主の主流が，幕末一維新
期において，百姓ー捺，あるいはのちの自由民権の主導者となっていくとされ
えかくて，豪農の性格の一局面として， r江戸後半期において，議の支柱と
なり，そして他方なおそれにもかかわらず近代的進化の実際の主導力」となる
，) 
性格が含まれる。つまり，プノレジョ 7発展の日本的形態として，一方で豪農マh
ニュファグチュアの担手であると同時に，他方では幕末から自由民権にかけて
の主導的変革の主体でもあった訳だ。言い古3えてみると， r小商品生産者」が
35 
152-
「上昇・転化」することは，商人資本が「転化」するコ一見に較べて，たしか
に， Iより(相対的にではあるが〕進歩的(近代的進化に関して〉である」と
いうことであった。
以上の豪農論はさらに京農マユュ論として発展せられ，その基本シェーマと
して中間地帯を設定された。すなわち，豪農の成立は， I徳川封建制を揺り動か
す舞台」としての中間地帯の基本シz ーマであり，ここにおいては家族自営的
農民〔本百姓〉の一般的形成がみられ，これに対応するものは地主手作=豪農
地主・小作関係であり，かつ己こに豪農マユュが成立するとして，これこそ近
代的進化の基本シェーマであるとされた。一方これに対して，後退地帯の基本
シェーマは，農民的貨幣経済のt台頭がほとんどみられず，再版農奴主的地主関
係となって，これに対応した農奴主マニユュが成立し，他方，先進地帯の基本、ン
ェー マは， I小規模名主=家族自営的農民の一般的形成ー〈地主手作〕ー商人
的・問屋的地主・小作関係」で，特権的都市商人の力強く，農民的経済の進展
が釘づけになっていて，かくて，マユュでは問屋マニュが対応する， とされ
(同
~. ~。
以上，三つの地帯のうち，近代的進化のあらわれる中間地帯は， Iたんにい
わゆる商南雄藩によってのみいい現わされるものではなく，全国各藩内部にお
いても，多かれ少かれ，ひとしくこの問題を含んでいる」とL，かっ「それ等
がたんに封建的分け前の争いではなくして結局ひとしく絶対主義成立を志向し
たものであった」とされた。
こうして，絶対主義成立期にフノレジョア発展の契機を認められ，崩芽的利i周
の形成〔民富の形成〉から小プノレジョ 7経済が成立するが，やがて，これは
「上昇・転化」による地主化するというシェーマを設定されたことになる。こ
れは，一方では，服部・大塚氏的立場の継承であり，かっ，他方では古島の旧
説=I地主手作」論によるフツレジョ 7発展否定の寄生地主化のシェーマを批判
されたものであったと言えよう。
詮(1) 藤田五郎『近世封述社会の構造~ 275頁。
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但)同 245頁。
(3) 同 206-18頁。「領主ー豪農」述けいり理由として，四つの姿=1 肝~1{"無役高申'!<c>
継続， 2徴租代行権， 3.1民役の転用， 4再版譜代(会津若手と佐瀬家の場合〕をあげて
おられる。こうして成立する経済構造は「奈良一小商品生産者(上昇・転化しようと
する〕 一般本百姓・水呑遊民」であった〔同276頁〉。
(叫同 245頁。
(5) 同 219頁。 江戸中期以降，一般本百姓の欠落・土地放楽が顕著になるが，領主。
これに対する対策として豪肢と述けいすることにより，分解阻止に乗り出す。かくて
土地放棄に代って質地小作関係化となり，こうした小商品生産者の地主化〈質取化)
は明治lC年以降の寄生地主に速なるとされる(悶220頁〉。
(6) 向 282頁。 近代的進化の途としては，生産者型の途=I推転」の発展型と商λ型
の途=I転化」り発展型とのこつり途があるが，わが国では，小商品生産者が「推
転」のコースを外れて，商人資本の「松化」のコースに合流した，いわゆる「上昇・
発展」したものであるから，商人<c>I転化」に較べ，より進歩とされる訳である。
(7) 古島敏雄氏の「隷焼却賦役段業一丸山主手作 零細小作」の-/:<:ー マは，この後進地
帯に端的に表現されるものとされている。
(8) 藤田民「封建社会の展開過程~ 345頁以下。
(9) 同 348頁。
(叫 発展〈分解〉類型の地域移動論
古島・永原氏によって解明された「摂津型」に関する封建的土地所有の運動
形態において，天保期以降の「挫折」によって維新への展望が期待できなくな
ったが，藤田氏の中間地帯=主主農論によって新たな期待がょせられることにな
ったことは，すでにみた通りである。一方，こうした研究成果ののち，再び堀
江英一氏によって，幕末・維新期における三つの発展類型が設定され，これを
向時代に地域を異にして並存する分解の地域類型として，国内市場への編入度
との関連で追求されることにより， r摂津」型への展開が再び関かれることに
なった。
こうして，分解類型を三つの発展類型として幕末・維新期の農業構造の全国
的概観を試みられる。この場合，研究方法として， r一つは幕末・維新JY(お
よびその後の〕農業の発展段階はいわゆる『小商品生産』段階にあったという
ことであり， もう一つはわたしたちが実証的に確定した各地域の特殊な農業羽生
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造がこのおなじ『小商品生産』段階内部の発展序列をしめす形態である」とし
ぞ，二つの前提をおいておられることは留意しな吋ればならない。
さて，原型であるが，これは，保有者=経営者である木百姓=中農が上昇=
富農と没落=貧農・雇農とに分解を開始するが，この条件は，第lに粛芽的利
潤(生産力と貢租固定化に規定される〉の形成により，土地が余剰の基盤とな
ることであり，従って，第2に土地保有が売買の対象になって，事実上の土地
所有が進展することであった。
第2形態〔過渡的形態〕においては，分解は進行するが，持高(保有〉の分
解の進展に対L.経営の分解は限界につきあたって，保有分解と経営分解とが
分離する。つまり.IW小商品生産』段階の農業では，中農は完全に分解せず富
農の経営拡大にもせまい限界があり貧農もなおある程度まで競争力をもってい
る 農民層の分解にはせまい限界があり農民層分解は完遂されない」。 言い
かえてみると，経営分解の進行程度は，農業における資本主義の進行度にかか
っているのである。かくて I小商品生産」段階における農民層の順当な結果
として，地主・小作関係が現出し，農民層分解の原裂の外側から異質なものと
して現出したものではないとして，これを農民層分解の過渡的形態とよばれる。
こうして，土地保有分解はさらに進行するが，一方，富農経質は縮少或いは
放棄がみられ，小作料収入に依存するようになって. I土地保有と経営との照
応関係は消えうせて，両者はもはや無関係のようにみえる」のである。そして
これが分解の第3の最終形態であり，寄生地主制の完成した形態であるとされ
ている。
以上のごとき理論的前提のもとに，農民層分解の地域類型として四つの村を
選定されて，実証的に分担により究明される。そして，その結果，類型と発展
とを照よEされて，次のごとく表示された。
原型 過渡類型 最終類型
会津下居合村/山梨県上栗原村(明治7)一一和泉国大鳥村(安政元〉
(天保12年)¥._， ? 一一新潟県岩手村〈明治 3)
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この場合，会津下居合村(後進=養蚕・製糸地帯)，山梨県上栗原村〔屈指の
養蚕地帯)，和泉大鳥村(綿作地帯)，新潟県岩手村〔米作単作地帯〉と各々特
ω 
徴づけをされている。
次いで，明治6年の小作地率統計を通じて，全国的概観をもたれ，東北・九
州の河端諸県(後進地帯)=小作地率最低で原型とし，養蚕・製糸と綿作・綿
糸の発展地域では大阪・兵庫・愛媛等を最高として，この地域の平均20~30%
で，これを分解の第2形態とし，そして，原形と第2形態の両地域の間にある
地域=中央地帯(東北・北陸・山陰・九州等の米作地帯〉は最高小作率とし
て，これを最終形態として，幕末・維新期の全国的展望をもたれた。そして，
この時期の「大部分の地域は原型と最終形態との聞の過渡期にあったといえ
伽事
る。これが幕末，維新の農民層分解の全国的概観である」とされた。
以上，堀江氏の所説を述べたが，これはJ一つには，地主的土地所有の成立
を領主反動と上周農民による領主との連けいとによって説明せんとする説=藤
田五郎氏の「上昇・転化」論，古島・永原民の富農経営の「挫折」論等への批
判であった訳であり，併せて，その理論的背景と考えられる大塚久雄氏のいわ
ゆる「蓄積基盤移行」論への批判でもあったと言うことができる。
同時に，古島らの「摂津型」操業の存在類型を天保期以降において検出断念
されたのに対し，これを時限を異にする地域に求め，これを同時限的に並存す
る地域移動論により，絶対主義形成過程を問題にされたのである。
それ故，右の研究の前提となっている条件，幕末・維新期=i小商品生産段
階」論が，その内容検討とともに問題にされなければならないであろう。
註(1) 堀江共ー編「幕末維新の換業構造j19頁。 向者の目的として.I本書は幕末・維新
という同時点で事実上の良民的分割地所有一ー しー、わゆる失事上の農民的土地所有の運
動形態=解体形態を地域型として実証的に確定し，当時の日本全体の農業構造を多様
な地域類型の統ーとして概観しようとした」とされている(同320'頁)。
(2) 同 301頁。
(3) 同 16頁。
.(4) 同 17頁。こり怠味で経営の限界は，まさに資本(則的生庄の末発達による社会化の
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限界性に規定され，決して，大塚久雄氏の「蓄積基盤移行」ではないとされる(同
311頁)。
(5) 同 18頁。
(6) 同 18-19頁。
(7) 同 25頁。
(呂)同 20-24頁。
(9) 同 27-29頁。
ω 同 30頁。
(未完〉
- 40ー
